


















































































3 ）　重大な錯誤説を採用しているものに，大塚仁『刑法概説（総論）第 4 版』（有斐閣，2008
年）420頁以下，大谷實『刑法講義総論（新版第 4 版）』（成文堂，2012年）254頁以下，井田良
『刑法総論の理論構造』（成文堂，2005年）199頁以下を参照．
4 ）　その例として，Baumann/Weber/Mitsch, Strafrecht AT, 11. Auflage, 2003, § 17, Rn. 109ff; 
Blei, Strafrecht AT, 18. Auflage, 1983, § 37 II 1; LK─Hirsch, 11. Auflage, 1992, vor. § 32, Rn. 
119; Maurach/Zipf, Strafrecht AT/I, 8. Auflage, 1992, 17/59; Stratenwerth/Kuhlen, Strafrecht 
AT, 5. Auflage, 2004, § 9  Rn. 27. が挙げられている．これについて示しているものに，Roxin, 
Strafrecht AT/I, 4. Auflage, 2006, § 13 Rn. 97 を参照．
5 ）　OLG Stuttgart NJW 1962, 63. このことについて示しているものに，Roxin, a.a.O., 2006, Rn. 
97 を参照．




































7 ）　Roxin, a.a.O., 2006, Rn. 97ff.






























9 ）　Roxin, a.a.O., 2006, Rn. 98.

































11）　Roxin, a.a.O., 2006, Rn. 99.
12）　BGHSt16, 309.





























14）　小林・前掲注 6 ）28頁参照．なお，Hans─Joachim Rudolphi, Literaturbericht, ZStW86, 
1974, 82ff. その他，法益関係的錯誤説に賛同するものとして，Jescheck/Weigend, Strafrecht 
AT, 5. Auflage, 1996, § 34 ID5, Lenkener, in; Schönke/Schröder, StGB Kommentar, 18. 
































17）　Roxin , d ie durch Täuschung herbeigeführte Einwi l l igung im Strafrecht in : 

































18）　Roxin, a.a.O., 1984, S. 280f. 及び， Roxin, a.a.O., 1984, S. 280f.
19）　Roxin, a.a.O., 1984, S. 280f.
































21）　Roxin, a.a.O., 2006, Rn. 103.
































意における意思の欠缺」関西大学法学論集33巻 3 ・ 4 ・ 5 合併号（関西大学法学会，1983年）
310頁以下参照．


































クナーの見解について小林前掲注 6 ）39〜40頁参照．なお，Thomas Rönnau, in; LK/II, 12. 











































































































































































































































































































年 7 月22日刑集 3 巻 8 号1363頁，また，にせ医師が治療行為と称して姦淫した事案につき，
「被害者が錯誤などのため，姦淫行為自体を認識できたとしても，自由なる意思の元に行動す
る精神的余裕が失われ，被害者が姦淫行為に対して抗拒することが期待できないと評価される
場合」は準強姦罪が成立するとしている名古屋地判昭和55年 7 月28日刑月12巻 7 号709頁，商
品の効能を欺き，価格相当の商品を販売した事案につき，「たとえ価格相当の商品を提供した
としても，事実を告知するときは相手方が金員を交付しないような場合において，ことさら商
品の効能などにつき真実に反する誇大な事実を告知して相手方を誤信させ，金員の交付を受け
た場合には詐欺罪が成立する」とした最決昭和34年 9 月28日刑集13巻11号2993頁参照などがあ
る．
72　　創価ロージャーナル第 9 号
合と同様に，欺罔によって，「客観的に」被害者の法益処分の自由が奪われ
ている，著しく制限されているような場合は，もはや自律的な同意であった
とはいえないとして法益関係的錯誤とは別に同意の有効性を否定するべきと
する見解や，いかなる内容が法益関係的であるかについては，構成要件ごと
に検討を加え，法益侵害行為の社会的意味が，法益侵害と共に社会的一般的
に付随する利益として含まれると解される場合には，それに関する錯誤を法
益関係的錯誤と解する見解が妥当なのではないかと思われる．
　本稿は，ドイツにおける法益関係的錯誤論について，また，わが国におけ
る法益関係的錯誤論の一部分を整理するに留めるものとなったため，法益関
係的錯誤の範囲を詳細に検討し，明らかにするまでには至らなかった．今回
の研究ノートを踏まえ，錯誤による被害者の同意が問題となる各構成要件に
おいて法益関係的錯誤説がどのように解されているか，また，わが国の各論
解釈において，法益関係的錯誤説がどのように適用されるべきかの検討を行
いながら，被害者の同意の有効要件について再考察を加えることを今後の課
題としてまいりたい．
　最後に，本稿を執筆するにあたって，本学法科大学院の教員研究報告会に
おいて，比較法研究として法益関係的錯誤説について発表する機会を得るこ
とができたこと，また，報告会に参加の研究者教員，実務家教員の先生方か
ら非常に有意義な意見を頂戴することができたことにつき，深く感謝の意を
申し上げたい．
